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根拠に基づく意思の推察と本人・保護者との対話を
含む意思決定支援を基盤とした合理的配慮の提供
一重度知的障害児への合理的配慮が本人主体で、あるために一
千葉県立八千代特別支援学校鈴木紀理子 (指導教員:柘植雅義)
重度知的障害児へ本人主体の合理的配慮を提供するためには 本人の意思を推察・補充しながらその表明
を補助する必要がある。本研究では，自立活動と ICFの視点に基づいた実態把握資料を作成・活用した意思
の推察及び意思決定支援を行い，それを基にした合理的配慮、の提供を実現する支援の在り方やプロセスを提
案することを目的とした。事例研究の結果から実態把握資料とそれを活用した意思の推察及び意思決定支援
の有用性も示されたことから 意思の表明を補助することを目的とした意思決定支援及びそれを起点とした
合理的配慮提供のプロセスを提案した D
キー・ワード:本人主体重度知的障害児意思の推察意思決定支援合理的配慮
i 目的
障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針
において，合理的配慮、の提供は本人からの意思の表明に
基づくとしており，障害者の権利に関する条約には，
「障害のある児童が(中略)自己の意見を表明する権利
並びにこの権利を実現するための(中略)支援を提供さ
れる権利を有する」という記述がある。以上のことから，
重度知的障害児への意思の表明に対する支援は，いかに
本人の意思を解釈・補充しながらその表明を補助するか
に及ぶべきであると考えられる。
そこで本研究では 自立活動と ICFの視点、に基づく
実態把握資料を作成・活用した意思の推察及び意思決定
支援を基に合理的配慮の提供・評価・見直しを行い，そ
のプロセスを検証した上で 重度知的障害児へ本人主体
の合理的配慮を提供するための支援の在り方やプロセス
を明らかにし，提案することを目的とする。
E 方法
l 自立活動と ICFの視点に基づく実態把握資料(t-:J、
下実態把握資料)の作成
先行研究等で示されているチェックリスト，また発達
理論や諸検査についての文献を参考にして項呂を考える。
2 意思の表明を補助する仕組みを起点、とした合理的配
慮提供のプロセス(以下合理的配慮提供のプロセス)
の作成
千葉県教育委員会が提示している「各学校における合
理的配慮提供のプロセス(対応指針等を基にした参考
例)Jを参考にして作成する。
3 事例研究(2事例)
( 1 )対象 :X特別支援学校事例児童 i名， z特別支援
学校事例生徒 l名(2 )内容.，実態把握資料と合理的配
慮提供のプロセスを活用した本人・保護者との面談に基
づく意思決定支援を行う。また合理的配慮、の提供及び指
導支援，並びにその評価と見直しを行う。
E 結果
実態把握資料として ①「本人と保護者の願いシー
トj②「困難を把握するためのシ トーj① 「本人の意思
から必要な合理的配慮を考えるシートjを作成した。そ
れらを活用しながら意思の推察及び意思決定支援を行い
合理的配慮提供のフロセスを基に事例研究を進めた。事
例研究の結果や，担任及び保護者による「合理的配慮の
適切性の評価jの結果を踏まえ 提供した合理的配慮は
適切であったと評価し 提供の継続 そして合理的配慮、
提供のプロセスの提案に至った。
N 考察
l 成果
( 1 )意思の推察及び意思決定支援をおこなったことで，
本人主体の合理的配慮が提供で、きた。(2 )作成した実
態把握資料の有用性が確認できた。(3 )重度知的障害
児へ本人主体の合理的配慮を提供するための支援の在り
方や合理的配慮提供のプロセスを提案することができた 0
2 課題
( 1 )より多くの事例での検証を基に 意思決定支援の
内容や合理的配慮、提供のプロセスの再検討を重ねること。
( 2 )個別の教育支援計画・個別の指導計画やその作成
のプロセスとの連動を図り 継続した取り組みとしてい
くこと。
、ー ，??? 、
千葉県内知的障害特別支援学校と
放課後等デイサービスの情報交換・連携に関する研究
一学校側への調査と実践研究を通して一
千葉県立市川特別支援学校西原数馬(指導教員:柘植雅義)
質問紙調査・聞き取り調査・実践研究を通して，千葉県内知的障害特別支援学校による放課後等デイサービス(以
下「デイJとする)との情報交換・連携の取組の実態を明らかにし，より良い在り方を検討ーした。
キー・ワード:放課後等デイサービス 特別支援学校知的障害情報交換・連携
1 目的
千葉県内知的障害特別支援学校とデイの情報交換・連
携の実態を明らかにし より良い在り方を検討する。
E 第一研究(知的障害特別支援学校への質問紙調査)
l 目的:千葉県内知的障害特別支援学校の取組の実
態を明らかにし、連携推進の方策の示唆を得る。
2 方法:知的障害特別支援学校 32校，分校 4校，
分教室 2教室の学校長 特別支援教育コーディネー
ター，学部主事(計 153名)を対象に質問紙調査を
行った。
3 結果:(l)調査対象 38校中 37校から回答を得
た(回収率 97.4%)。そのうち，デイ利用者がほとんど
いなかった高等部(専門学科)単独校や分校・分教室を
除く 29校を本研究の分析対象とした。具体的な人数の
回答があった全ての学校で多数の児童生徒がデイを利用
していた。(3)iデイとの情報交換や連携は必要だと思
いますかjの問いに対し 97%(126名中 122名)が
「はしリと回答した口(4)学校による取組が進んでいる
側面としては， 97%の学校がデイとの連携担当者を置
いており， 97%の学校がデイ職員による学校見学の機
会を設けており 79%の学校がデイ向けの説明会や情
報交換会(関係するデイを学校に招き 学校への送迎時
のルール等を確認する会議)を実施していた。(5)学校
による取組が進んでいない側面としては，個々の児童生
徒についての情報交換の話し合いを定期的に行っている
学校は 17%であり 個別の教育支援計画もしくは個別
の指導計画をデイに提供することがある学校は 17%で
あった。
4 考察:デイの増加に伴って 教員は情報交換・連
携の必要性を認識し 学校による組織的な取組も進んで
いた。一方，教員とデイ職員が児童生徒への支援につい
て話し合ったり，相互の個別の支援計画について情報交
換を行ったりするような取組は少なかった。
医 第二研究(教員及びデイ関係者の開き取り調査)
l 目的 :A特別支援学校における教員及びデイ職
員の情報交換・連携に関する意識を明らかにする。
(>2 
2 方法 :A特別支援学校教員 8名及びデイ関係者
6名に対して聞き取り調査を行った。
3 結果 :A特別支援学校教員は，教員とデイ職員
で相互の実践について理解を深める機会を持ちたいと述
べていた。デイ関係者は 教員と関係性や相互理解を深
め，連携を発展させたいと述べていた。
4 考察 :A特別支援学校教員とデイ職員で相互理
解を深める機会が必要であることが示峻された。
V 第三研究 (A特別支援学校と Bデイの連携会議)
l 目的 :A特別支援学校における連携推進の一方
策として，教員とデイ職員で相互の実践について理解を
深める連携会議を試行する。
2 方法:参加者は A特別支援学校教諭(自立活動
専任)，コーディネート役の教諭(筆者)， Bデイ所長
(理学療法士)で 場所は A特別支援学校であった。
授業を見学後， 45分間の協議を実施した。
3 結果:相互の実践を紹介し 子どもについて情報
交換を行う中で [学校とデイで子どもを将来に向けて
どう育てて行くかというイメージを共有すること」ゃ
「コーディネーター・相談支援専門員・サポートファイ
ルを活用することjの大切さが話し合われた。
4 考察:(l)参加者間で相互の実践についての理解
が深まった。 (2)コーディネート役の教員が学校側・デ
イ側の実態を丁寧に把握し 児童生徒にとっての優先性
が特に高いと思われるデイとの間で連携会議を実施した
ことが有効であった口 (3)学校とデイで子どもの支援の
方向性についてイメージを共有L 支援の一貫性を持た
せることの重要性が確認された。
V 総合考察
情報交換・連携の実態としては，学校による取組が進
んでいる側面がある一方で 教員とデイ!隊員が児童生徒
への支援について話し合う取組が少ないことが課題と
なっていたしこの取組は まずは優先性が特に高い状態
にある児童生徒やデイから コーディネーター・相談支
媛専門員・サポートファイルを活用しながら行っていく
ことが有効であると考えられた。
共生社会における知的障害のある
後期中等教育段階の生徒の資質・能力について
-A県の特別支援学校高等部における育むべき資質 ・能力の一考察一
北海道新篠津高等養護学校 畠山 建(指導教員:米自 宏樹)
共生社会の形成に関して，イギリスにおける特別な教育的ニーズの提唱とアメリカにおける ADAの基礎、となった
公民権法から，教育の改善への新たな視点と権利教育の重要性への考察に至った。合わせて，将来の予測不能な社会
を生き抜く資質・能力と社会への参加と貢献の意識の定着が学校現場にも浸透しそのための教育課程編成の重要性
の認識と資質 ・能力を形成する呉体化的な要素についての考察が得られた。
I 目的
キー・ワード:共生社会資質・能力特別な教育的ニーズ公民権法学校現場
チjは米国の ADAと公民権法に由来するものであるこ
知的障害のある生徒の教育では実際的・具体的な内
容と生活に結び付いた具体的な活動が効果的とされる。
予測不能とされる将来の社会像は生徒と教師の日常の学
習に少なからず影響を与える。この状況を政策的な課題
や教育現場の喫緊の課題と捉え これを明らかにするこ
とを目的に設定した。
E 方法
l 文献調査
(1)特別支援教育のエポツク。(2)日本における共生社
会の理念と障害者政策。(3)これからの教育が求める資
質・能力について。先行研究 政府関連機関報告等を資
料に整理・概観した。
2 質問紙調査
学校現場が資質・能力として捉えている力を調査によ
り明らかにすることを目的とし A県知的障害特別支
援学校各校高等部(分校を含む単独設置校)教務主任
(21名)を対象に質問紙調査を実施した。
国立教育政策研究所 (2016)の21世紀に求められ
る資質・能力の三層構造と内閣府 (2016;2014)をも
とに， r病院を利用するJ， rはた らいて人を支えるJ，
「お金の面で自立するJ. r周回とアクセスするJ， r相談
するJ，r福祉サービスを利用するJ， r文化に触れるjの
7つの事項を設定し 指導の重要牲に関する選択式設問
と，各事項を指導した場合にはぐくまれる資質・能力を
何と考えるかに関する自由記述の設問を作成した。選択
式回答は単純集計により分析し 自由記述はテキストマ
イニング(Iく日コーダー)及びK]法により分析した。
盟結果
l 文献調査
(1)特別な教育的ニーズの考え方は当時の英国の経済状況
下で、生まれ，障害者差別解消法の「差別禁止アフ。口一
と， (2)共生社会とは，すべての国民が貢献し合う社会で
あること。 (3)資質・能力は予測不能な社会を生き抜くた
めに求められる「方法知Jであり 学びの過程を重視す
ることで育まれるものであること。が明らかになった。
2 質問紙調査
21名中 20名から回答が得られた。選択肢調査では
資質・能力の三要素のうち 基礎力が重視されているこ
とが明らかになった。自由記述では主体性を中心に内面
の変化と成長と基礎力(知識・技能)を含む具体的な力
が挙げられた (Table)口
Table生徒に育むべき資質・能力として具体的に捉えられている力の一覧
主体性
一一「一一
(1);1而の変化と成長) (知識・ 出!iU
動機.状況判ItJi.脅えを まとめる. I j盛切な行動.コミュニケーション能力，
I ~ I (t，.侃間意識曹人を支える意識， I他者と の協1此言語外の意思伝達，
寄観視‘将来への!日、い， レジリエンスJ傾Jet;.金銭、身辺処理.言語伝j怠
責任!尽目標を決める‘|当分で決めるi 社会的知識.m談
※挙げられている語順は切片番号による
N 考察
共生社会の形成に向けて，社会への貢献と参加の意識
を重視した教育施策が展開され，その埋念が学校現場に
も深く浸透している。このような状況の中，学校現場は
主体性を中心に具体的な力を想起して，生徒と向きあう
教育実践が行われていることが示唆された。
V 引用文献
・国立教育政策研究所 (2016) I~Hiff ライブラリー 資賀・能力
[H日論編J.東洋館出版.
-共生社会形成促進のための政策研究会 (2005)i共に生きる新
たな結び合liJの提唱.内閣府.
・首相官邸 (2016)ニッポン一億総活躍プラン
-内閣府 (2014)各省庁別にみた主な障害者施策一!覧 平成 26
年j支障害者施策に関する基礎データ集.
-内問府 (2016)陣害者胞策関係予算の概要(平成26~ 28年
度).平成28年版障害者白書.
、?、 ，??
卒業後の生徒への合理的配慮提供に対する
知的障害特別支援学校高等部教員の意識
一障害者差別解消法と改正障害者雇用促進法の知識の差からの検討-
静岡県立沼津特別支援学校宮漂晃尚(指導教員:小島道生)
本研究では， A県内の全ての知的障害特別支援学校高等部の学部主事，進路指導主事，知的障害のある生徒を担任
する教員，級外(担任外)教員，合わせて 467名を対象として，生徒が卒業後に合理的配慮を提供されることに対
する意識について調査した。質問紙調査の結果 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(以下，解消法)
と改正された障害者の雇用の促進等に関する法律(以下，改正促進法)について知識のある者の方が，生徒が合理的
配慮を適切に受けることができるようにすることへの課題意識が高いことが明らかになった。
キー・ワード:障害者差別解消法改正障害者雇用促進法合理的配慮進路指導
1 13的
2016年4月，解消法が施行され，その労働分野に
関する内容については改正促進法の中に定められた。本
調査では，知的障害特別支援学校高等部の教員を対象に，
これらの法律やその内容の知識，合理的配慮、提供に向け
た指導意識や対応状況を明らかにすることを目的としたo
E 方法
l 予備調査
予備調査として特別支援学校(知的障害対象)に 10
年以上勤務し，高等部において指導経験のある教員3名
に内容や表現について検討を依頼し 質問項目について
修正をした。
2 調査対象者
A県内のすべての知的障害・知月支併置特別支援学校
(22校)高等部のすべての教員(臨時講師を含む)
643名に質問紙調査を実施し 521名から回答を得た
(回収率 81.0%)。フェイスシートに未記入の項目が
あった 54名等のデータを除き 467名のデータを分析
に用いた。
3 調査の実施時期と配布方法
2016年7月， A県教育委員会に承諾を得たうえで各
学校に電話で誠査依頼をし，各学校長に承諾を得た。各
学校には郵送にて調査用紙を送付した。
4 質問紙調査の内容
質問紙調査は，解消法と改正促進法に関する知識につ
いての項目と，合理的配慮に関する整備や提供状況，指
導意識に関わる項目で構成された。フェイスシートでは
性別，年齢，特別支援学校教員経験年数，高等部勤務経
験年数，所属校種‘担当学級の障害種について尋ねた。
。I
なお，個人情報保護や研究倫理などに関する事項を記載
した文書を添付し，得られたデータから学校名や個人名
は特定されないことを調査用紙に明記した。
E 結果
解消法と促進法の内容の知識の有無によって群分けを
し，分析を行った。生徒が卒業後に適切な合理的配慮、の
提供を受けることができるようにする上での課題意識は，
それぞれの課題における選択者と非選択者の数について
χ2検定を行った結果， r生徒自身の合理的配慮の理解
の促進Jと「進路先事業所等に対し 必要な配慮、につい
て生徒本人が説明したり 求めたりする力を身につけさ
せることjの両方で解消法と促進法の両方の内容を知っ
ている群の方が，知らない群よりも有意に課題意識が高
い (p=0.5)ことが明らかになった。また，生徒が卒業
後に適切な合理的配慮の提供を受けることができるよう
にするための学習場面の設定意識は 解消法と改正促進
法の知識の程度による有意差はなく [職業JI作業学
習JI自立活動JI日常生活の指導jが上位となった。
N 考察
調査の結果から，合理的配慮、の提供を受けることがで
きるようにするための学習は法の知識の程度によらず共
通の設定意識があり，合理的配慮という新しい概念に対
応した教育課程の充実が求められると考えられる。また，
松為 (2015)は 障害当事者は[自ら合理的配慮に関
して事業主に申し出ることが重要jとしており，今後，
このような能力を身につけるための指導機会を充実させ
るためには，全ての教員が法や合理的配慮の内容につい
て理解を深めることが重要であると考えられる。
漢字の習得に困難のある小学校3年生への漢字の指導の検討
ープランニングを促進する指導の実践一
長野県稲荷山養護学校宮嶋友香理(指導教員:岡崎慎治)
漢字の習得に困難を示し プランニングの弱さが示唆される児童へ プランニングを促進する認知特性に応じた漢
字指導を行い，その効果について検討した。対象児は テストの正答数が増え 漢字を出力するのに有効な入力の仕
方に気づきつつある様子が見られ 漢字学習に対する自己効力感が促進された。また 自発的に使用した方1陪の種類
が増え，プランを働かせて漢字を覚えようとするようになってきた。今後の課題として 小学校との連携の必要性と
さらなる指導方法の検討が挙げられた。
キー・ワード:発達障害児漢字指導知能のPASS理論アセスメント
I 自的
漢字の習得に困難を示し フランニングの弱さが示唆
される児童にプランニングを促進する認知特性に応じた
漢字の指導を行い その効果について検討する。
E 方法
l 対象児 :A児，通常の学級に在籍する小学校3年
生男児o WISC-阻 KABC-1 Iことばの読みJIこと
ばの書きJ，DN-CASの結果より，プランニングをのば
す指導 (Naglieri& Pickering， 2003)を行うとともに，
注意の弱さに配慮し，同時型指導方略をふまえて，具体
的な視覚刺激を用いたり A児の持っている知識を活用
したりしながら，漢字の指導を行うことが有効だと示唆
された。
2 指導期間および場所:大学における月 l回の教
育相談 60分のうち 45分程度をあて 計4回の指導を
行った口
3 分析方法:指導者の発話を認知的プロンプ卜とメ
タ認知的プロンプトに分類し，その推移と指導との関係
を分析した。各セッションのテストの成績と， A児がテ
スト時に使用した方!日各の種類の変化についても分析した。
また PASS評定尺度を指導前と指導後に実施し，得点の
比較検討を行った。
盟結果
指導者の全発言中のプロンプトの量は， 4回のセッ
ションを通じてあまり変化がなく 認知的プロンプトと
メタ認知的プロンプトの割合もあまり変わらなかった。
A児のテストの正答数は，セッション 2が5問中 I
問，セッション 3が 10問中 5問 セッ ション 4が 15
問中 7間であった。A児がテスト時に使用した方1洛も回
を重ねるごとに増えていた。
PASS評定尺度を指導前後で比較すると，注意が lポ
();) 
イント下がり，他は 1~ 3ポイント上昇していた。グラ
フの形は，前後で変わらず，同時処理が継次処理に比べ
て高く，プランニングと注意が低い，という傾向であっ
た。
また，セッション 4では「テストで 100点取りたい」
と前向きな発言が見られた。学校では A児は漢字を構
成要素をに分解し 知っている字と結び付けて覚えよう
とするようになってきた とのことであった。
N 考察
PASS評定尺度の結果を見ると フランニングの得点
の上昇は 1ポイントであったが 自発的に使用する方略
が増え， A児はフランを働かせて漢字を覚えようとする
ようになってきたと推察された。
覚え方を工夫する姿も見られ，指導は A児が漢字を思
い出す際の手がかりとして有効であったと考えられると
ともに，漢字を出力するのに有効な入力の仕方に A児自
らが気づくきっかけとなったと考えられた。さらには，前
向きな発言が見られ，正答が増えてきたことが， A児の
書字に関する自己効力感の促進にもつながりつつあると
考えられた。
今後，小学校と大学とが連携し互いのうまくいった
方法を取り入れながら 指導を行い その効果について
検討していく必要があるだろう。
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特別支援教育の視点を生かした授業づくり支援
-f授業研究会へのプロセスへの支援jと「授業コンサルテーションjの比較-
さいたま市立さくら草特別支援学校米沢谷将(指導教員:柘植雅義)
特別支援教育の視点を生かした通常の学級の授業研究会や授業コンサルテーションに関する研究が克られるが，両
者を比較検討した研究は見られない。そこで，本研究の目的は，特別支援教育の視点を生かした「授業研究会のプロ
セスへの支援jと「授業コンサルテーションjの有効性を比較検討することとした。筆者がA市立 B小学校 1年生
通常の学級の It受業研究会のプロセスへの支援jとA市立 C小学校 l年生通常の学級の教員への「授業コ ンサル
テーションjを行い 両者に共通する有効性とそれぞれの支援方法の強みについて考察した。
キー・ワード:小学校1年生通常の学級特別支援教育の視点授業研究会授業コンサルテーション
1 目的 その有効性を明らかにする。
特別支援教育の視点を生かした「授業研究会のプロセ 2 方法 :A市立 C小学校 1年生担任 3名(T5~ T7) 
スへの支援j及び「授業コンサルテーションjの両者の
有効性を比較検討することを目的とする。
立方法
本研究の構成は，研究 1r特別支援教育の視点を生か
した「授業研究会のプロセスへの支援JL研究2r特別
支援教育の視点を生かした「授業コンサルテーショ ンJj
とし，筆者が小学校 l年生通常学級の教員を支援した。
阻 研究 1 (1授業研究会のフロセスへの支援J)
i 目的:小学校 l年生通常の学級の「授業研究会のプ
ロセスへの支援jを行い その有効性を明らかにする。
2 方法 :A市立B小学校教員4名 (Tl~ T4)を対
象とし，学習指導案検討会から授業研究会当日までの
合計5回の支援を行った。授業者は，教職経験 28年
目の Tlと教職経験2年目の T2であった。学習指導
案検討会では，学級全体への支援，対象児 A(学習面
の困難)及び対象児 B (行動面の困難)の個別支援を
検討した。
3 結果:学習指導案に盛り込んだ学級全体及び個別の
支援方法は，研究授業でほぼ実行された。研究協議で
は，支援方法の有効性に関する意見が多く出された。
「授業研究会のプロセスへの支援」実施後の参加教員
へのインタビューでは 特別支援教膏の視点を生かし
た「授業づくりへの課題意識をもつことができたJ1授
業づくりの方法が分かったjなどの回答があった。
4 考察:学級全体及び個別の支援の両面を検討したこ
とが有効であった。また，参加教員の特別支援教育の
視点を生かした「授業づくりへの課題意識の向上J1授
業づくりや授業研究会の方法の理解jに有効であった o
N 研究2 Cf授業コンサルテーションJ)
i 目的:筆者が小学校 l年生通常の学級担任への「授
業コンサルテーション(以下 授業コンサル)Jを行い，。
を対象とし，合計5呂の「授業コ ンサルjを行った。
コンサルティは教職経験2年目のT6であった。学級
全体の児童及び対象児 C(行動面の困難)を対象とし，
学級全体の支援から個別支援へと段階的に検討した。
標的行動は，コンサルティ (T6)の支援の実行状況，
学級全体の児童及び対象児Cの離席行動であった。
3 結果:1授業コンサルjでは 「学習の見通しをもた
せるための手立てJ1児童の賞賛の仕方jなどについて
協議した結果，コンサルティ (T6)の支援の実行状況
が向上した。また，学級全体の児童及び対象児Cの離
席が減少した。「授業コンサルj実施後の参加教員への
インタビューから[特別支援教育の視点、を生かした授
業づくりへの課題意識をもつことができた」などの回
答が得られた。
4 考察:学級全体への支援から個別支援へと段階的に
検討したことによりコンサルティ (T6)の支援の実
効性を高めることができた。また 参加教員 3名全員
の特別支援教育の視点、を生かした rt受業づくりへの課
題意識の向上」に有効であった。
V 考察
「授業研究会のプロセスへの支援jと「授業コンサルj
は，共通して参加教員の課題意識や支援の実行状況の向上
に有効で、あった。また「授業研究会のプロセスへの支援J
の強みは，①授業展開の中に特別支援教育の視点を総合的
に盛り込むことができること②学校全体への波及効果が
期待できることであった。一方 「授業コンサルJの強み
は，①教員の経験や課題意識などに応じて支援を柔軟に展
開できること，②継続的，定期的に支援の見直し・改善を
図ることができることであった。今後は， r授業研究会の
プロセスへの支援」と「授業コンサル」の有効な事例を蓄
積し，より詳細に分析を行う必要がある。
